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東彼杵町空き家活用促進奨励金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、東彼杵町内における空き家の有効活用を促進することにより、町内へ

の移住等の対策としての住環境整備及び地域の活性化を図るため、東彼杵町空き家活用促

進奨励金（以下「奨励金」という。）を交付することに関し、東彼杵町補助金等交付規則

（平成１６年規則第２２号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を

定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は次の各号に掲げるところによる。 

（１） 空き家 専ら所有者等の居住の用に供されているか、又は、供されていたもので、

５年以上引き続き賃貸できる東彼杵町空き家情報に登録した物件をいう。ただし、次条

第３項に定める空き家改修等奨励補助金を活用した物件については、活用後１０年以上

引き続き賃貸できることを条件とする。 

（２） 所有者等 当該空き家に係る所有権又は賃貸を行う権利を有する者をいう。 

（３） 移住者等 空き家の所有者等と当該物件に係る賃貸借契約を交わし、当該物件に

５年以上引き続き居住する意思のある２０歳以上の者をいう。ただし、空き家の所有者

等と３親等以内の親族にある者を除く。 

（奨励金の種類及び対象事業者等） 

第３条 奨励金の種類、対象事業者等及び交付金額等は別表のとおりとする。 

２ 移住等奨励金については同一申請者（同居人を含む。）に対して、空き家登録奨励金及

び空き家提供奨励金については同一物件に対して、それぞれ１回限り交付するものとする。 

３ 空き家改修等奨励補助金については、次の各号に定めるところにより、同一物件に対し

補助限度額の範囲内で交付するものとする。ただし、空き家登録後の自然災害を原因とす

る破損の修理は、この補助金の対象外とする。 

（１） 初回の移住者等が入居する前の改修は、原則として１回に限るものとする。ただ

し、当該改修後１年以内に別途改修が必要と認められた場合、再度１回に限り改修がで

きるものとする。 

（２） 前号に定める改修を行わず、初回の移住者等が入居後２年以内に改修が必要と認

められた場合は、原則として１回に限り改修ができるものとする。 

（所有者等と移住者等の交渉及び仲介） 

第４条 町長は、所有者等と移住者等との空き家に関する交渉及び賃貸借等の契約について、
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国または長崎県から、宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）に基づく宅地建物

取引業者としての免許を受けている業者（以下「業者」という。）へ仲介を依頼すること

ができる。 

２ 契約等に関する一切のトラブル等については、当事者間で解決するものとする。 

（奨励金の交付申請） 

第５条 奨励金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、奨励金交付申請

書（様式第１号）に必要な書類を添付し、町長に提出しなければならない。この場合にお

いて、別表奨励金の種類の欄中、空き家改修等奨励補助金にあっては、着工日前までに、

その他のものにあっては、交付基準日の翌日から起算して６０日以内に提出しなければな

らない。 

（申請者の資格） 

第６条 奨励金の交付を受けようとする者は、次の各号の要件を全て具備する者でなければ

ならない。 

（１） 上下水道料金等公共料金の支払能力を有する者であること。 

（２） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第６号に規定する暴力団員でないこと（同居する親族がある場合にあっては、当該親

族を含む。）。 

（奨励金の交付決定） 

第７条 町長は、第５条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査し、奨

励金の交付を適当と認めたときは、奨励金交付決定通知書（様式第２号）により申請者に

通知するものとする。 

（奨励金対象事業の変更等） 

第８条 前条の規定による通知を受けた申請者（以下「交付決定者」という。）は、当該申

請の内容を変更・中止又は廃止しようとするときには、奨励金対象事業変更・中止（廃止）

申請書（様式第３号）により町長の承認を受けなければならない。 

２ 前条の規定は、前項の承認をした場合に準用する。 

（実績報告） 

第９条 交付決定者（空き家改修等奨励補助金に係る者に限る。）は、事業が完了したとき

は、速やかに、奨励金対象事業に係る実績報告書（様式第４号）に必要な書類を添付し、

町長に提出しなければならない。 

（奨励金の交付） 
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第１０条 町長は、空き家改修等奨励補助金については、前条の規定による報告書の提出が

あった場合において、その他の奨励金については、第７条における交付決定をした後に、

当該事業の成果を適当と認めるときは奨励金を交付する。 

２ 交付決定者は、前項の規定により奨励金の交付を受けようとするときは、奨励金交付請

求書（様式第５号）を町長に提出しなければならない。 

（報告、検査及び指示） 

第１１条 町長は、必要があると認めるときは、交付決定者に対し、奨励金の交付に関し必

要な事項について、報告を求め検査し、又は指示することができる。 

（奨励金の返還） 

第１２条 町長は、奨励金の交付を受けた者が、次の各号のいずれかに該当するときは、既

に交付した奨励金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

（１） 虚偽の申請その他不正の手段により、奨励金の交付を受けたとき。 

（２） 空き家提供奨励金の交付を受けた者が、移住者等が当該物件に居住を開始した日

から５年未満で明渡しを求め、移住者等が転居したとき。 

（３） 移住等奨励金の交付を受けた者が、前号に定める理由による場合を除くほか、当

該物件に居住を開始した日から５年未満に東彼杵町から転出したとき。 

２ 町長は、前項の規定にかかわらず、奨励金の交付を受けた者にやむを得ない特別の事情

があると認めるときは、奨励金の返還を免除することができる。 

（奨励金の返還の額） 

第１３条 前条の規定に該当することによる奨励金の返還額は、同条第１項第１号に該当す

る場合は、交付された奨励金の全額とし、同条同項第２号及び第３号に該当する場合は、

次の各号に掲げる同号の規定に該当することとなる期間及び奨励金の区分に応じ、当該各

号に定めるとおりとする。 

（１） 移住者等が当該物件に居住を開始した日から１年未満 空き家提供奨励金又は移

住等奨励金の全額 

（２） 移住者等が当該物件に居住を開始した日から１年以上２年未満 空き家提供奨励

金又は移住等奨励金の５分の４に相当する額 

（３） 移住者等が当該物件に居住を開始した日から２年以上３年未満 空き家提供奨励

金又は移住等奨励金の５分の３に相当する額 

（４） 移住者等が当該物件に居住を開始した日から３年以上４年未満 空き家提供奨励

金又は移住等奨励金の５分の２に相当する額 
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（５） 移住者等が当該物件に居住を開始した日から４年以上５年未満 空き家提供奨励

金又は移住等奨励金の５分の１に相当する額 

（規則の省略） 

第１４条 規則第２４条の規定により、省略することができる申請その他の手続は、次の各

号に定めるとおりとする。ただし、町長が必要と認めたときはこの限りでない。 

（１） 空き家登録奨励金に係る「事業報告書（規則第１５条）」及び「補助金等の額の

確定等（規則第１６条）」 

（２） 空き家改修等奨励金に係る「補助金等の額の確定等（規則第１６条）」 

（３） 空き家提供奨励金に係る「事業報告書（規則第１５条）」及び「補助金等の額の

確定等（規則第１６条）」 

（４） 移住等奨励金に係る「事業報告書（規則第１５条）」及び「補助金の額の確定等

（規則第１６条）」 

（委任） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

別表 

奨励金

の種類 

対象事業者等 交付金額等 交付申請に

必要な書類 

実績報告に必要な

書類 

交付基準日 

空き家

登録奨

励金 

空き家の所有

者等 

1物件につき15万円 ― ― 東彼杵町空

き家情報に

登録した日 

空き家

改修等

奨励補

助金 

所有者等又は

移住者等 

空き家の機能向上のた

めの改修等（事業費が20

万円以上のものに限

る。）に要した費用の1

／2以内とし、100万円を

限度とする。ただし、町

外業者が施工した場合

は、費用の1／3以内と

し、60万円を限度とす

ア 改修等

に要する

経費に係

る見積書 

イ 改修の

内容の詳

細が分か

る書類及

び現況写

ア 改修に要した

経費の内訳が確

認できる書類及

び領収書の写し 

イ 改修の状況を

確認できる写真 

ウ 申請時に町内

に住所を有して

いない者にあっ

― 
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る。なお、公共下水道接

続又は浄化槽設置工事

を伴う場合にあっては、

別途15万円（定額）を加

算する。 

真等 

ウ 移住者

等による

改修の場

合は、所

有者等の

同意書 

ては、新たに町

内に転入したこ

とを証明する住

民票 

空き家

提供奨

励金 

空き家の所有

者等で移住者

等と賃貸借契

約を交わした

者 

1物件につき10万円。た

だし、令和2年3月31日ま

でに東彼杵町空き家情

報に登録した物件につ

いては、20万円とする。 

空き家に係

る移住者等

との賃貸借

契約書の写

し 

― 移住者等と

賃貸借契約

を交わした

日 

移住等

奨励金 

移住者等 空き家入居前に引き続

き町外に5年以上住所を

有している者又は町内

に住所を有して6月を経

過しない者で、住所を有

する前に町外に引き続

き5年以上住所を有して

いた者にあっては移住

者1人につき10万円と

し、移住世帯につき20万

円を限度とする。それ以

外の者にあっては10万

円 

ア 空き家

に係る所

有者等と

の賃貸借

契約書の

写し 

イ 入居者

全員分の

住民票 

― 所有者等と

賃貸借契約

を締結後、居

住を開始し

た日 
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【様式ファイルあり】 
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【様式ファイルあり】 
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【様式ファイルあり】 
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【様式ファイルあり】 
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【様式ファイルあり】 
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様式第１号（第５条関係） 

様式第２号（第７条関係） 

様式第３号（第８条関係） 

様式第４号（第９条関係） 

様式第５号（第１０条関係） 

 



様式第１号（第５条関係） 

 

 

 

  年度東彼杵町空き家活用促進奨励金交付申請書 
 

 

  年  月  日 

 

 

東彼杵町長 様 

 

                          県       市・郡    ● 

住 所：      町    郷     番地  版 

氏 名：□□□□□□□□□□□  □□□□□□ 

 

 

 東彼杵町空き家活用促進奨励金交付要綱に基づき、奨励金の交付を受けたいので、東彼杵町

補助金等交付規則及び東彼杵町空き家活用促進奨励金交付要綱第５条の規定により、下記のと

おり申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 奨励金の種類 ：  
 
 

２ 交 付 申 請 額 ：          円 
 
 

３ 物 件 詳 細 ： １）所  在  東彼杵町     郷     番地  版 

           ２）延床面積         ㎡ 

           ３）築  年  （年号）    年 

 

 

 

 

      【役場記入欄】 

空き家情報登録年月日    年   月   日 

備       考  

 



様式第２号（第７条関係） 

 

 

  年度東彼杵町空き家活用促進奨励金交付決定通知書 
 

 

                             東彼 第  号 

  年 月 日  

 

 

         様 

 

 

東彼杵町長  

 

 

    年 月 日付で申請のあった東彼杵町空き家活用促進奨励金交付申請書については、

下記のとおり決定しましたので、東彼杵町空き家活用促進奨励金交付要綱第７条の規定により

通知します。 

 

 

記 

 

 

１ 奨励金の種類 ：  

 

２ 交 付 決 定 額 ：          円 

                 

３ 交 付 の 条 件：  

 

４ 登 録 番 号： 第   号 

 

５ 非該当の場合の事由 

   



様式第３号（第８条関係） 

 

 

   年度東彼杵町空き家活用促進奨励金対象事業 変更・中止(廃止) 申請書 
 

 

  年  月  日 

 

東彼杵町長 様 

 

                          県      市・郡  ● 

住 所：     町     郷    番地 版 

氏 名：□□□□□□□□□□□  □□□□□□ 

 

 

   年  月  日付け  東彼 第   号で交付決定のあった東彼杵町空き家活用促進

奨励金について、下記のとおり申請内容を変更・中止(廃止) したいので、承認されるよう関係

書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 申 請 の 内 容 

                                            ｆ 

                                            ｆ 

                                            ｆ 

                                            ｆ 

 

２ 変更・中止(廃止)の理由 

                                            ｆ 

                                            ｆ 

                                            ｆ 

                                            ｆ 

 

３ 変更・中止(廃止)の内容 

                                            ｆ 

                                            ｆ 

                                            ｆ 

                                            ｆ 

 

４ 添 付 書 類 

 １）変更後の契約書等の写し 

 ２）変更前の写真、図面等（変更内容がわかる施行前後の写真） 

 ３）その他  



様式第４号（第９条関係） 

 

 

 

   年度東彼杵町空き家活用促進奨励金実績報告書 
 

 

   年   月   日  

 

 

東彼杵町長 様 

 

 

                           県       市・郡  ● 

住 所：東彼杵町      郷      番地  版 

氏 名：□□□□□□□□□□□  □□□□□□ 

 

 

 

   年   月   日付け  東彼 第   号で交付決定のあった下記奨励金に係る事業が完

了したので、東彼杵町補助金等交付規則及び東彼杵町空き家活用促進奨励金交付要綱第９条の規

定により、実績報告書を提出します。 

 

 

記 

 

 

１ 奨 励 金 の種類 ：  

 

２ 事 業 施工場所 ： 東彼杵町      郷      番地  番地 

 

３ 交 付 決 定 額 ：             円 

 
４ 事 業 費 ： 計 画            円 

４ 事 業 費 ： 実 績            円 
 

５ 工     期 ： 計 画    年   月   日 ～   年   月   日 

５ 工     期 ： 実 績    年   月   日 ～   年   月   日 
 
 
６ 添 付 書 類 ：ア）改修に要した経費の内訳が確認できる書類及び領収書の写し 

イ）改修の状況を確認できる写真 

ウ）申請時に町内に住所を有していない者にあっては、新たに町内に     

転入したことを証明する住民票（移住者による施工の場合） 



様式第５号（第１０条関係） 

 

 

 

  年度東彼杵町空き家活用促進奨励金交付請求書 

 

 

金        円 

 

 

  年  月  日付  東彼 第    号で交付の決定の通知があった、東彼杵町空き家

活用促進奨励金を上記のとおり交付されるよう、東彼杵町空き家活用促進奨励金交付要綱

第１０条の規定により、請求します。 

 

  

 

   年   月    日 

 

 

  東彼杵町長 様 

 

 

（請求者） 

      県      市・郡  

 

住 所      町     郷    番地   

 

氏 名                     

 

 

【指定振込先】 

金融機関名 
 

支店名 
 

口 座種別 普通     当座 

口 座番号 
 

名 義 人 

フリガナ 
 

氏  名 
 

 


